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（１）後期高齢者医療制度に関する国への要

望について

1



（このページは空白です） 

2



㊢ 
後期高齢者医療制度に関する要望書 

令和７年１１月１３日 

全国後期高齢者医療広域連合協議会 
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後期高齢者医療制度に関する要望書 

後期高齢者医療制度については、安定した社会保障制度として確立させるため、これまで

様々な議論や見直しが行われている。後期高齢者医療制度の基盤強化や持続性を確保し、必

要な改善を図るため、以下の事項について国による積極的な対応や実現に向けた取組を要望

する。 

記 

１ マイナンバー制度について 

マイナンバーカードと健康保険証の一体化の円滑な移行に当たっては、被保険者・医療機

関等・保険者の全てが安心してマイナンバーカードを健康保険証として利用できるよう、以

下の３点を要望する。

⑴ 被保険者や医療機関・介護施設等がマイナ保険証のメリットを実感できるよう、国の

責任で丁寧な説明及び周知広報を行うこと。

特に、被保険者への広報は医療機関や保険者任せにせず、国としても積極的に取り組

むこと。

また、周知広報を実施する際は、広域連合や市区町村の予算や契約事務への配慮を十

分に行うこと。

⑵ 被保険者や医療機関・介護施設等からの不安の声などに対応するコールセンターを現

行のマイナンバー総合フリーダイヤルとは別に設置すること。

⑶ 暫定運用を継続するか終了するかの判断については、広域連合や市区町村の予算措置

及び事務処理等に重大な影響を及ぼすものであることから、令和７年中の可能な限り早

いうちに決定すること。

２ システムについて 

 標準システムを運用する上で必要となる COBOL 用ミドルウエアの保守に係る費用につい

て、国が全額支援すること。

３ 医療保険制度改革について 

⑴ 現在、全世代型社会保障構築のための改革工程において、子ども・子育て支援金の導入

に加え、高額療養費や外来特例の見直し、３割負担の拡大等様々な制度改正が議論されて

いる。更に今後、連立政権合意書に盛り込まれた医療費の窓口負担の見直し、金融所得の

反映、保険者の再編統合等の改革の加速化が見込まれる。 

これら新たな制度改正に当たっては、その実現可能性や影響範囲を慎重に見極めること

が求められる。少なくとも、制度の詳細、導入時期、必要な経費、財政影響、現場の業務

負担等について早期に明らかにした上で、広域連合等関係機関と十分な時間を確保して丁

寧に意見交換を行いながら、制度設計を進めること。 
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（２）令和８・９年度の保険料率の改定（案）

について
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令和８・９年度における保険料率の改定案について 

(１)医療分保険料率(案)及び賦課限度額(案)について

①保険料率（案）

改定案 現 行 差 引 

均等割額 
58,427円 

(月額4,869円) 
52,791円 

(月額4,399円) 

＋5,636円 
(月額＋470円) 

所得割率 10.77％ 11.24％ －0.47ポイント 

・被保険者１人当たりの平均年保険料額（給付費準備基金活用後）

改定案 現 行 差 引 伸び率 

99,609円 

（月額8,301円） 

89,450円※1

（月額7,454円） 

＋10,159円 

（月額＋847円） 

＋11.36％ 

95,873円※2

（月額7,989円）

＋3,736円 
（月額＋311円）

＋3.9% 

※ 各種軽減適用後の数値です。

※１：令和６・７年度試算時の数値です。

※２：令和６・７年度の実態調査時加重平均の数値です。

・医療給付費の増加などによる保険料率の大幅な上昇を抑制する趣旨から、前年度

までの剰余金を積み立てた令和７年度末の給付費準備基金残高見込み168.1億円

を全額活用することにより、１人当たり平均年保険料額の上昇幅を10,159円、

11.36％の伸び率に抑えました（均等割額は5,636円増加、所得割率は0.47ポイン

ト減少）。

・被保険者１人当たりの平均年保険料額（給付費準備基金活用前）

８・９年度 現 行 差 引 伸び率 

106,989円 

(月額8,916円) 

89,450円 

(月額7,454円) 

＋17,539円 

(月額＋1,461円) 
＋19.61％ 

※ 各種軽減適用後の数値です。

※ 「現行」は令和６・７年度試算時の数値です。
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②賦課限度額（案）

改定案 現 行 差 引 

賦課限度額 85万円 80万円 ＋5万円 

〔今回の制度改正に伴う保険料負担のあり方の見直しイメージ〕 

③低所得者軽減（２割・５割軽減）の拡大
低所得者の均等割については、所得に応じて保険料を軽減しており、軽減割合

は、２割・５割・７割となっています。 

同一世帯内の被保険者と世帯主の総所得金額等の合計額が基準額以下の場合

に、軽減を適用しますが、令和８年度から以下のように基準額を引き上げ、低所

得者軽減の対象が拡大する見込みです。 

・２割軽減の拡大（所得基準額の引き上げ）

（現行） 43万円＋56万円×被保険者数

（改正後）43万円＋57 万円×被保険者数

・５割軽減の拡大（所得基準額の引き上げ）

（現行） 43万円＋30万５千円×被保険者数

（改正後）43万円＋31 万×被保険者数

10



・均等割軽減適用範囲の比較

夫婦ともに被保険者である世帯における夫の年金収入の例（妻の年金収入 80 万円）

２割軽減 ５割軽減 

現 行 年金収入 280万円以下 年金収入 229万円以下 

改正後 
年金収入 282万円以下 

※3

年金収入 230万円以下 

※4

※3 ２割軽減 公的年金等控除額110万円＋基礎控除額43万円

＋年金特別控除15万円＋（57万円×2人）＝282万円 

※4 ５割軽減 公的年金等控除額110万円＋基礎控除額43万円

＋年金特別控除15万円＋（31万円×2人）＝230万円 

・７.２割軽減の実施

７割軽減の対象者については、令和８・９年度は、各広域連合の判断により特別調

整交付金により均等割保険料（医療分）を更に０．２割軽減とすることが可能であ

る（保険基盤安定制度とあわせて７.２割軽減）旨の通知が国から発出されました。  

これを受け、当広域連合において７.２割軽減を実施する予定です。 

(２)子ども分保険料率(案)及び賦課限度額(案)について
令和６年６月１２日に「子ども・子育て支援法等の一部を改正する法律（令和６年

法律第４７号）」が公布され、令和８年度から「子ども・子育て支援金制度」が創設

されます。 

この支援金は医療保険者の保険料から拠出するものとされており、令和８年度保険

料率は、当該制度の創設を踏まえた保険料率の算定が必要となります。 

①保険料率（案）

令和 8 年度 

均等割額 所得割率 1人当たり保険料 

1,351円 

(月額 113 円) 
0.24％ 

2,278円 

(月額 190 円) 

なお、今回の料率算定時における子ども分の料率試算は、国の方針により、令和８

年度分のみの試算となり、令和９年度分については、令和８年度に実施する予定とな

っております。 
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≪子ども・子育て支援金制度とは≫ 

 少子化対策の抜本的強化のため、少子化対策に受益を有する全世代・全経済主体が、子育て世

帯を支える新しい分かち合い・連帯の仕組みとして、医療保険の保険料と併せて賦課・徴収する

ことにより、支援金を拠出する制度で、令和８年度から後期高齢者医療制度を含む全保険者が拠

出することとされています。 

②子ども分の基本的な考え方
１.被保険者数 … 931,497人（令和８年度における見込み）

２.総所得（賦課限度額控除後） … 約5,565億円（令和８年度における見込み） 

３.所得割と均等割の比率 … 51：49

４.賦課限度額 … 2.1万円

５.納付金額 … 約25.6億円

後期高齢者医療制度全体の負担額588億円のうち、兵庫県後期高齢者医療広域

連合の負担額は約25.6億円となります。 

○保険料率算定方法
所得割総額 基礎控除後総所得 所得割率

(51%)

国への納付金 予定収納率 賦課総額 約13.1億円

÷ =

均等割総額 被保険者数 均等割額

(49%)

約12.6億円

0.24%

1,351円

約25.6億円 99.57% 約25.7億円

約5,565億円

約93.1万人

÷

÷
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◎保険料率(案)によるケース
(1) 基礎年金受給者(老齢基礎年金受給年額83万円)の単身世帯

均等割額 所得割額 合 計 
増減 

(現行比) 
伸び率 

(現行比) 
軽減内容 

現行 年額 15,837円 15,837円 
７割 

月額 1,320円 

改定後 年額 16,359円 16,359円 ＋522円 
＋3.30％ 7.2 割 

月額 1,363円 ＋43円 

子ども分 年額 405円 405円 
７割 

月額 34円 

(2) 厚生年金受給者(厚生年金受給年額120万円)の単身世帯

均等割額 所得割額 合 計 
増減 

(現行比) 
伸び率 

(現行比) 
軽減内容 

現行 年額 15,837円 15,837円 
７割 

月額 1,320円 

改定後 年額 16,359円 16,359円 ＋522円 
＋3.30％ 7.2割 

月額 1,363円 ＋43円 

子ども分 年額 405円 405円 
７割 

月額 34円 

(3) 厚生年金の標準的な年金受給者(厚生年金受給年額 190万円)の単身世帯

均等割額 所得割額 合 計 
増減 

(現行比) 
伸び率 

(現行比) 
軽減内容 

現行 年額 26,395円 41,588円 67,983円 
５割 

月額 5,665円 

改定後 年額 29,213円 39,849円 69,062円 ＋1,079円 
＋1.59％ ５割 

月額 5,755円 ＋90円 

子ども分 年額 675円 888円 1,563円 
５割 

月額 130円 

(4) 厚生年金受給者(厚生年金受給年額 199万円)の単身世帯

均等割額 所得割額 合 計 
増減 

(現行比) 
伸び率 

(現行比) 
軽減内容 

現行 年額 42,232円 51,704円 93,936円 
２割 

月額 7,828円 

改定後 年額 29,213円 49,542円 78,755円 △15,181円
△16.16% ５割 

月額 6,563円 △1,265円

子ども分 年額 675円 1,104円 1,779円 
５割 

月額 148円 
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(5) 厚生年金受給者(厚生年金受給年額211万円)の単身世帯

均等割額 所得割額 合 計 
増減 

(現行比) 
伸び率 

(現行比) 
軽減内容 

現行 年額 42,232円 65,192円 107,424円 
２割 

月額 8,952円 

改定後 年額 46,741円 62,466円 109,207円 ＋1,783円 
＋1.66％ ２割 

月額 9,101円 ＋149円 

子ども分 年額 1,080円 1,392円 2,472円 
２割 

月額 206円 

(6) 厚生年金受給者(厚生年金受給年額225万円)の単身世帯

均等割額 所得割額 合 計 
増減 

(現行比) 
伸び率 

(現行比) 
軽減内容 

現行 年額 52,791円 80,928円 133,719円 

月額 11,143円 

改定後 年額 46,741円 77,544円 124,285円 △9,434円
△7.06％ ２割 

月額 10,357円 △786円

子ども分 年額 1,080円 1,728円 2,808円 
２割 

月額 234円 

(7) 厚生年金受給者(厚生年金受給年額 300万円)の単身世帯

均等割額 所得割額 合 計 
増減 

(現行比) 
伸び率 

(現行比) 
軽減内容 

現行 年額 52,791円 165,228円 218,019円 

月額 18,168円 

改定後 年額 58,427円 158,319円 216,746円 △1,273円
△0.58％

月額 18,062円 △106円

子ども分 年額 1,351円 3,528円 4,879円 

月額 407円 

(8) 給与収入900万円、年金収入200万円の単身世帯

均等割額 所得割額 合 計 
増減 

(現行比) 
伸び率 

(現行比) 
軽減内容 

現行 年額 52,791円 845,248円 800,000円 賦課限度額 

80万円 月額 66,667円 

改定後 年額 58,427円 809,904円 850,000円 ＋50,000円 
＋6.25％ 

賦課限度額 

85万円 月額 70,833円 ＋4,167円 

子ども分 年額 1,351円 18,048円 19,399円 

月額 1,617円 
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(３)被保険者数・医療給付費について
①被保険者数の推移と見込みについて
・被保険者数見込は、増減要因別にそれぞれ見込み、推計日現在の最新被保険者数に要因別

の加算・減算を行う積み上げ方式としました。 

なお、要因別見込数は、原則として制度開始以降の増減平均割合を算出したものを前年同 

月数に乗じて算出し、年齢到達による増については、令和２年度国勢調査及び令和６年10月

１日現在人口推計の生まれた年別人数を基に年齢到達者を見込んで算出しています。 

＜３月～２月平均被保険者数 ＝ 75歳以上被保険者数 ＋ 障害認定者数＞ 

・令和７・８・９年度は見込みの数値です。

（単位：人） 

平均 

被保険者数

(※5) 

75歳 

以上 

(※5) 

障害 

認定者

(※5) 

総数の

対前年

伸び率 

対総数の構成割合 

年

度 
１割 

２割 

(※7) 
３割 １割 ２割 ３割 

20 
565,037 

(※6) 
518,165 46,872 541,557 23,480 ― 91.70% 8.30% 

21 582,630 537,638 44,992 560,690 21,940 3.11% 92.28% 7.72% 

22 602,241 557,788 44,453 581,825 20,417 3.37% 92.62% 7.38% 

23 622,997 578,206 44,791 604,023 18,974 3.45% 92.81% 7.19% 

24 642,783 597,606 45,177 624,642 18,141 3.18% 92.97% 7.03% 

25 659,420 614,132 45,288 641,541 17,878 2.59% 93.13% 6.87% 

26 672,128 626,305 45,823 654,131 17,997 1.93% 93.18% 6.82% 

27 689,748 643,491 46,257 672,286 17,462 2.62% 93.29% 6.71% 

28 715,603 667,545 48,058 699,030 16,573 3.75% 93.28% 6.72% 

29 742,033 692,216 49,817 726,220 15,813 3.69% 93.29% 6.71% 

30 764,477 713,154 51,323 749,118 15,359 3.02% 93.29% 6.71% 

元 787,369 734,411 52,958 773,083 14,286 2.99% 93.27% 6.73% 

２ 797,513 744,911 52,602 784,566 12,947 1.29% 93.40% 6.60% 

３ 801,542 749,320 52,222 789,830 11,712 0.51% 93.48% 6.52% 

４ 829,311 593,610 180,054 55,647 819,466 9,845 3.46% 71.58% 21.71% 6.71% 

５ 862,901 620,716 182,935 59,251 854,707 8,194 4.05% 71.93% 21.20% 6.87% 

６ 894,255 640,323 190,661 63,270 887,240 7,015 3.63% 71.61% 21.32% 7.07% 

７ 914,044 640,782 205,506 67,756 907,748 6,296 2.21% 70.11% 22.48% 7.41% 

８ 931,497 641,511 218,783 71,202 925,819 5,678 1.91% 68.87% 23.49% 7.64% 

９ 942,882 641,835 227,034 74,013 937,683 5,199 1.22% 68.07% 24.08% 7.85% 

(※5) ＝ 区分ごとに各月末の被保険者数を合計し、12 月で除して算出しているため、 

  平均被保険者数＝75歳以上＋障害認定者 とならない場合がある。 

(※6) = ４月～２月(11か月)平均 

(※7) = 令和４年度の２割負担は、10月～翌年２月の平均値とする。 
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②総医療費及び医療給付費の見込みについて（医療分）
・令和８・９年度の見込みについて
令和８年度（令和９年度）の見込みは、令和７年度（令和８年度）の負担割合

ごと診療区分ごとの見込み額に、平成29年度から令和元年度の各年度の１人当た
り医療費の伸び率の平均（厚生労働省通知に基づく）を乗じて試算を行いました。
ただし、療養費は、明らかに直近の伸び率の傾向が上記試算と乖離しているため、
平成30年度から令和６年度の１人当たり費用額の伸び率の平均としています。な
お、件数が少なく費用額も比較的少額で、年度ごとの費用額に大きなブレがある、
一般診療、補装具、その他は伸び率を０として試算しています。この値に診療報
酬改定に伴う伸びとして＋1.98%を加え、さらに、配慮措置終了に伴う影響額
（37.6億円）と高額療養費の見直しに伴う影響額（59.6億円）を控除して、医療
給付費見込みと１人当たり医療給付費見込みとしています。 

・高額療養費について
令和５年度から令和７年度見込みの年平均１人当たり伸び率を令和８年度以降

の各年度の伸び率としています。 

・伸び率のベースとなる令和７年度の見込みは、令和７年度実績がある月までの
実績を延べ被保険者数で除した値を令和６年度同月までの１人当たり実績で除
して１人当たり伸び率を求め、次月以降の令和６年度費用額実績に当該伸び率と
被保険者数伸び率を乗じて、令和７年度各月の費用額見込みとしています。

年 度 
医療給付費 

(千円) 
伸び率 

３月～２月 
平均被保険者数

(人) 
伸び率 

１人当たり 
医療給付費 

(円) 
伸び率 

20年度 
(※9) 456,844,606 

(実績 418,774,222) 
－ (※8) 565,037  － 

(※9) 808,522  

(実績 741,145) 
－ 

21年度 487,808,886  6.78％  582,630  3.11％  837,253  3.55％  

22年度 523,005,133  7.22％  602,241  3.37％  868,432  3.72％  

23年度 551,269,694  5.40％  622,997  3.45％  884,867  1.89％  

24年度 573,189,168  3.98％  642,783  3.18％  891,730  0.78％  

25年度 597,356,067  4.22％  659,420  2.59％  905,881  1.59％  

26年度 615,663,329  3.06％  672,128  1.93％  915,991  1.12％  

27年度 647,567,691  5.18％  689,748  2.62％  938,847  2.50％  

28年度 666,990,849  3.00％  715,603  3.75％  932,068  △0.72％  

29年度 701,808,953  5.22％  742,033  3.69％  945,792  1.47％  

30年度 720,337,600  2.64％  764,477  3.02％  942,262  △0.37％  

元年度 750,074,487 4.13％ 787,369 2.99％ 952,634 1.10％ 

２年度 726,033,652 △3.21％ 797,513 1.29％ 910,372 △4.44％ 

３年度 748,145,451 3.05％ 801,542 0.51％ 933,383 2.53％ 

４年度 786,598,973 5.14％ 829,311 3.46％ 948,497 1.62％ 

５年度 823,628,545 4.71％ 862,901 4.05％ 954,488 0.63％ 

６年度 857,584,298 4.12％ 894,255 3.63％ 958,993 0.47％ 

７年度見込 889,942,754 3.77％ 914,044 2.21％ 973,631 1.53％ 

８年度見込 926,790,544 4.14％ 931,497 1.91％ 994,947 2.19％ 

９年度見込 943,430,312 1.80％ 942,882 1.22％ 1,000,582 0.57％ 

８＋９見込 (合計) 1,870,220,856  
   (平均)   937,190 
(合計) 1,874,379 

(平均) 997,765 

(※8) = ４月～２月(11か月)平均、 (※9) = 11か月分を12か月分に換算 
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(４)後期高齢者負担率の変更について（医療分）

現行制度は、医療給付費を公費で５割(50％)、保険料で１割(後期高齢者負担率：

10％)現役世代の支援で４割(40％)負担することでスタートし、「現役世代人口の

減少」による現役世代１人当たりの負担の増加分を、高齢者と現役世代で折半する

仕組みとしてきました。しかし、「現役世代人口の減少」と「高齢者人口の増加」

の両方の影響を受ける現役世代１人当たりの負担の伸びが、高齢者１人当たりの負

担の伸びより大きくなり続けているため、令和５年の制度改正により、「後期高齢

者１人当たりの保険料」と「現役世代１人当たりの後期高齢者支援金」の伸び率が

同じとなるよう、後期高齢者負担率の設定方法を見直すこととなりました。 

また、後期高齢者負担率は２年ごとに改定されることとなっており、令和８・９

年度の後期高齢者負担率は、13.27％です。 

・過去の後期高齢者負担率の推移

年

度 
H20・21 H22・23 H24・25 H26・27 H28・29 H30・31 R2・3 R4・5 R6・7 

負

担

率 

10.00

  ％ 

10.26

  ％ 

10.51

  ％ 

10.73

  ％ 

10.99

  ％ 

11.18

  ％ 

11.41

  ％ 

11.72

  ％ 

12.67

  ％ 

・参考：令和８・９年度の費用負担イメージ図
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(５)兵庫県財政安定化基金について

①上昇抑制のための交付について
県への要望、協議を行ったが、「今後の団塊の世代の高齢化による大幅な医療

費の増加に備えること」、また、「広域連合の給付費準備基金の令和７年度末残

高見込みの全額活用により１人当保険料の上昇率を約４％に抑制できている」と

の判断から、前回改定に引き続き今回も交付はない見込みです。 

②拠出による積み立てについて
県との協議の結果、保険料収納リスク及び給付費増加リスクについて現在の基

金残高見込み（55.7億円）で対応できると見込まれることから、前回改定に引き

続き今回も積み立てはない見込みです。 

このため今回の保険料率算定に当たっては、拠出金は費用に計上していません。 

③保険料率の上昇抑制措置（保険料改定時）

年度 H22・23 H24・25 H26・27 H28・29 H30・31 R2・3 R4・5 R6・7 R8・9

給付費準
備基金等

67.3 30.6 38.8 73 96.4 123.9 200.6 198.9 168.1

財政安定
化基金

20.7 68.1 34.1 0 0 0 0 0 0

合計 88.0 98.7 72.9 73.0 96.4 123.9 200.6 198.9 168.1

（単位：億円）
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(６)費用の額及び収入の額の内訳について（医療分）

医療費分の保険料率を試算する際のベースとなる費用の額及び収入の額の内訳

は、次のとおりです。 

費用の額（２か年度分） １兆8,876億3,100万円 

内 

訳 

医療給付費 １兆8,702億2,100万円 

審査支払手数料 34億3,900万円 

財政安定化基金拠出金 0万円 

保健事業費 39億8,000万円 

保健事業と介護予防の一体的実施 21億8,400万円 

葬祭費 53億2,800万円 

減免額 １億5,900万円 

出産育児支援金 23億2,000万円 

収入の額（２か年度分） １兆6,604億7,100万円 

内 

訳 

国庫負担金 4,397億2,800万円 

高額負担金(国) 132億6,600万円 

県負担金 1,465億7,600万円 

高額負担金(県) 132億6,600万円 

市町負担金 1,465億7,600万円 

普通調整交付金 1,374億5,400万円 

特別調整交付金 
（保健事業と介護予防の一体的実施） 

14億5,600万円 

後期高齢者交付金 7,425億8,600万円 

保健事業補助金 9億8,900万円 

その他収入(第三者納付金) 17億6,400万円 

給付費準備基金 168億1,000万円 

財政安定化基金 0万円 

＜主な積算根拠＞ 

・医療給付費 ・・・ 17ページ参照

・審査支払手数料 ・・・ 手数料単価 ＠57.2円 × 約60,130千件

・保健事業費 ・・・ 国の補助単価を基に算定

・葬祭費 ・・・ １件単価 ＠5万円 × 106,560件

・減免額 ・・・ 令和７年度決算見込みから推計

・出産育児支援金 ・・・ 国の定めた算定式により算定

・国・県・市町負担金、普通調整交付金、後期高齢者負担金

・・・ 医療給付費を基礎として国の定めた算定式により算定
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(７)医療分保険料率の算出方法について

賦課総額を按分する 

均等割：所得割 

48 ： 52 

＜２年間の費用＞ 

約 1兆 8,876 億円 

＜２年間の収入＞

約 1兆 6,437 億円

保険料収納必要額 

(費用－収入) 

約 2,440億円 

 

医療給付費等 

約 1兆 8,851億円 

公費負担 

(国・県・市町) 

約 8,993億円 

 

後期高齢者交付金 

(現役世代からの支援) 

約 7,426億円 

第三者納付金 約 18 億円 

÷ 

被保険者数 

約 187.4万人 

≒ 

賦課総額 

約 2,281億円 

 

保険料減免額 約 1.6 億円 

均等割総額（48%） 

約 1,095億円 

按分率＝ 1：所得係数(1.011

…)×52/48（(1.08)国通知） 

所得割総額（52%） 

約 1,186億円 

÷ 

基礎控除後総所得 

約 11,023億円 

均等割額 

58,427円 

÷予定収納率 99.57% 

抑制財源 168.1億円 

保険料の大幅な上昇を抑

制するため、給付費準備

基金 168.1 億円を保険料

抑制財源として活用。 

保険料収納必要額 

約 2,272億円 
出産育児支援金 

約 23.2 億円 

所得割率 

10.77％ 
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（３）マイナンバーカードと健康保険証の

一体化について 
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マイナンバーカードと健康保険証の一体化について

１．経緯 

➢ 令和５年６月９日

『行政手続きにおける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律等の一部を改正す 

る法律』公布（施行期日：公布の日から１年６月以内の政令で定める日） 

➢ 令和 5 年 12 月 27 日

『行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律等の一部を改正する

法律の一部の施行期日を定める政令』(政令第 374 号)において、令和 6 年 12 月 2 日から施行 

➢ 令和 6 年 9 月 26 日

厚生労働省保険局高齢者医療課事務連絡「後期高齢者に係る資格確認書の職権交付の取扱いに

ついて」より、後期高齢者医療制度については、「令和７年８月の年次更新まで間の暫定的な運

用として、令和 6 年 12 月２日以降、新規加入者、券面情報に変更が生じた者及び被保険者証の

紛失に伴い再交付を申請する者について、マイナ保険証の保有状況にかかわらず、資格確認書

の職権交付の対象とする。」

これにより、マイナ保険証を保有する方も含め現行の被保険者証が失効する後期高齢者につい

ては、本人の申請によらず、資格確認書が交付される。 

➢ 令和 6 年 12 月２日以降

従来の被保険者証は新たに発行されません

従来の減額認定証及び限度額適用認定証も新たに発行されません

減額認定証等の限度額区分が変更になった方や、新たに限度額区分の記載を希望する方に

は、資格確認書に減額認定証等の内容（限度額区分）を併記したものを交付します。 

➢ 令和６年 12 月９日（マイナ保険証の利用登録解除について）

11 月中旬に国から解除申請対応のためのツールが提供され、兵庫広域では、１２月９日から

利用登録解除希望者の申請を受け付けている。 

➢ 令和７年４月３日

 厚生労働省保険局高齢者医療課事務連絡「後期高齢者に係る資格確認書の暫定運用の継続につ

いて」より、令和８年８月の年次更新までの間の暫定運用として、マイナ保険証の保有状況にか

かわらず資格確認書の職権交付の対象とするとともに、令和 7 年８月以降、新規加入者や券面情

報に変更が生じた方についても、マイナ保険証の保有状況にかかわらず、資格確認書の職権交付

の対象とする。 

➢ 令和 8 年 1 月 27 日

厚生労働省保険局高齢者医療課事務連絡「後期高齢者医療制度における資格確認書の職権交付

に係る取扱いについて」において、令和８年８月の年次更新以降は、現状のマイナ保険証の保有

状況にかかわらず一律に資格確認書を職権交付する暫定的な運用を見直し、「年齢及びマイナ保

険証の過去の利用実績から見て、その利用が困難と判断される場合」に限り、職権交付の対象と

する。

具体的な取扱いは、以下のとおりで 

① 84 歳以下の被保険者については、直近１年間にマイナ保険証の利用実績が６回以上あり、

かつ、概ね直近３か月以内に利用実績がある場合は、資格確認書を職権交付しないものとする。 

② 85 歳以上の被保険者については、マイナ保険証の保有状況にかかわらず、資格確認書を職

権交付する。 

25



なお、上記①の 84 歳以下の被保険者については、各広域連合において、地域の実情等を考慮

した上で、例外的な対応として、マイナ保険証を保有していない者等には資格確認書を職権交付

することも差し支えないこととされた。 

２．兵庫県内のマイナンバーカードの健康保険証利用 参加医療機関等について 

○兵庫県内のマイナンバーカードの健康保険証利用 参加医療機関等（2025.11.30 時点）

参加機関数 

兵庫県 １０，０６７ 

全国 ２１２，７９８ 

※厚生労働省ホームページ掲載：マイナンバーカードの健康保険証利用対応の医療機関・薬局等についてのお

知らせ より 

○兵庫県におけるマイナンバーカードの健康保険証利用登録者数

被保険者数 ９２０，５９３人（2026 年 1 月 16 日現在） 

利用登録者数 ６８４，８２８人（2026 年 1 月 16 日現在） 

割合 74.39％ 
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（４）高額療養費制度等の見直しについて
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高額療養費制度等の見直しについて 

１ 食事療養標準負担額及び生活療養標準負担額の改正について 

 厚生労働省は、食材費等の高騰が続いていることを踏まえ、令和６年度、令和７年度に引き

続き、令和８年 6 月から食事療養標準負担額及び生活療養標準負担額の改正を予定している。

また、生活療養にかかる居住費についての見直しも予定している。 

 改正内容としては、1 食当たりの患者負担額を所得区分等に応じて 2０円～40 円の引き上げ、

また、居住費については 60 円の引き上げとなる見込みである。なお指定難病患者等の負担につ

いては据え置きの見込みとなっている。 

２ 高額療養費制度の見直しについて 

○概要

 現役世代の保険料負担の軽減を図り、また、セーフティネットとしての役割を今後も維持し

ていく観点から、長期療養者や低所得者への配慮をしつつ自己負担限度額を見直す。 

○実施時期

令和 8 年 8 月及び令和 9 年 8 月で、段階的に実施。 

○見直し内容

【自己負担上限額の見直し】（令和 8 年 8 月～） 

１人当たりの医療費の伸びを踏まえ、自己負担限度額を一定程度引き上げ。その際、低所得

者には配慮し、低所得者の引き上げ率は、過去２年間の年金改定率の範囲内に留める。 

【長期療養者への配慮】（令和 8 年 8 月～） 

多数回該当者の限度額は据え置く。また、多数回該当に該当しない方の経済的負担に配慮す

る観点から、新たに年単位の上限（年間上限）の導入（多数回該当の限度額の約 12 か月分）。 

【所得区分の細分化・低所得者への配慮】（令和 9 年 8 月～） 

大括りとなっている所得区分を細分化し、所得に応じたきめ細かい仕組みとする。 

併せて、住民税非課税ラインを若干上回る年収層である「年収 200 万円未満」の方の多数回

該当の金額を引き下げ（44,400 円→34,500 円）。 

【外来特例の見直し】（令和 8 年 8 月～） 

 外来診療にかかる特例措置について、非課税かつ一定所得以下（低所得Ⅰ）の方を除き、

自己負担限度額を一定程度引き上げ。 

併せて、外来特例の年間上限として、従来の月額限度額の 12 か月分を上限とする。 

３ OTC 類似薬等の薬剤給付の見直しについて 

○概要

 制度の持続可能性や、現役世代を中心とした保険料負担の抑制の観点から、薬剤給付のあ

り方を見直す。 

○実施時期

令和 8 年度中に実施。 
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○見直し内容

【OTC 類似薬を含めた薬剤自己負担の見直し】（令和９年３月～） 

 OTC 類似薬など、OTC 医薬品で対応している患者との公平性の観点から、保険給付とし

ての必要性が相対的に低い医薬品（77 成分）について、患者の状況や負担能力に配慮しつつ、

患者に、その薬剤費の４分の１相当分の「特別の料金」を求める（配慮が必要な方々からは

「特別の料金」は求めない）。 

【長期収載品の選定療養の拡大】（令和 8 年 6 月～） 

令和６年 10 月より、先発医薬品と後発医薬品の価格差の４分の１相当分については「特別

の料金」として患者に負担を求めるようになったが、後発医薬品の更なる使用促進の観点か

ら、特別の料金を、価格差の２分の１相当額に引き上げる。 

【食品類似薬の保険給付の見直し】（令和 8 年 6 月～） 

6 成分（6 品目）の栄養保持目的の食品類似薬について、経管栄養の場合等を除き、保険給

付から除外する。 
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高額療養費制度の見直しについて（イメージ）

住民税非課税世帯

自己負担限度額
（70歳以上・定額分）

(２) 低所得者への配慮

⚫住民税非課税区分の限度額の引き上げ率の緩和（①②）

⚫住民税非課税ラインを若干上回る年収層「年収200万円

未満」の方の多数回該当の金額を引き下げ

（※）（４）と合わせて実施

① ②
③

（窓口負担１割）

④
（窓口負担２割）

標準報酬月額

103万円 127万円

：現行
：月額の限度額見直し（令和８年度）
：所得区分の細分化（令和９年度）
：年間上限の月額平均（令和８年度）
：多数回該当の金額（現行額を据え置き）

（４）応能負担
→所得区分の細分化

28万円
（年収約370万円）

53万円
（年収約770万円）

83万円
（年収約1,160万円）

36万円 44万円 62万円 71万円

（５）70歳以上外来の自己負担限度額（外来特例）の見直し

⚫応能負担の考え方を踏まえつつ、低所得者（①）には配慮（月額
上限の据え置き）

⚫住民税非課税区分（②）に対して、新たに年間上限を導入。これ

により、毎月現在の上限額まで利用される方の負担は変わらない。
（③④の年間上限額も同様の考え方に基づき設定）

（３）一人当たり医療費の増
を踏まえた限度額見直し

（１）長期療養者への配慮

●多数回該当（※）の据え置き

（※）年収約370万円～約770万円の者の自己負担限度額
・年１～３回目：80,100円＋１％
・年４回目以降：44,400円（多数回該当）

●患者負担に年間上限（年単位の上限額）を導入

16万円 20万円

140,000円 年間上限の月額平均
※多数回該当を下回る水準に設定

92,500円

約44,200円

約34,200円

約24,200円

15,000円



高額療養費制度の見直しについて

所得区分

現行 R8.8～ R9.8～

月額上限
外来特例

（70歳以上）
月額上限 年間上限

外来特例
（70歳以上）

月額上限 年間上限
外来特例

（70歳以上）

約1,650万円～
（標報：127万円～）

252,600＋１%
<140,100>

ー
270,300＋１％

<140,100>
1,680,000 ー

342,000＋１％
<140,100>

1,680,000

ー

約1,410～約1,650万円
（標報：103～121万円）

303,000＋１％
<140,100>

ー

約1,160～約1,410万円
（標報：83～98万円）

270,300＋１％
<140,100>

ー

約1,040～約1,160万円
（標報：71～79万円）

167,400＋１%
<93,000>

ー
179,100＋１％

<93,000>
1,110,000 ー

209,400＋１％
<93,000>

1,110,000

ー

約950～約1,040万円
（標報：62～68万円）

194,400＋１％
<93,000>

ー

約770～約950万円
（標報：53～59万円）

179,100＋１％
<93,000>

ー

約650～約770万円
（標報：44～50万円）

80,100＋１%
<44,400>

ー
85,800＋１％

<44,400>
530,000 ー

110,400＋１％
<44,400>

530,000

ー

約510～約650万円
（標報：36～41万円）

98,100＋１％
<44,400>

ー

約370～約510万円
（標報：28～34万円）

85,800＋１％
<44,400>

ー

約260～約370万円
（標報：20～26万円）

57,600
<44,400>

18,000
（年14.4万）

61,500
<44,400>

530,000
22,000

（年21.6万）

69,600
<44,400>

530,000

28,000
（年21.6万）

約200～約260万円
（標報：16～19万円）

65,400
<44,400>

28,000
（年21.6万）

～約200万円
（標報：～15万円）

61,500
<34,500>

410,000
22,000

（年21.6万）

非課税【70歳未満】
35,400

<24,600>
ー

36,900
<24,600>

290,000 ー
36,900

＜24,600＞
290,000 ー

非課税【70歳以上】 24,600 8,000
25,700

<24,600>
290,000

11,000
（年9.6万）

25,700
＜24,600＞

290,000
13,000

（年9.6万）

一定所得以下【70歳以上】 15,000 8,000 15,700 180,000 8,000 15,700 180,000 8,000

（※１）

（※１）「～約200万円（標報：～15万円）」区分に該当することが確認できた者は、年間上限41万円を適用し、令和９年８月以降に償還払い。
（※２）外来特例の対象年齢については、「「強い経済」を実現する総合経済対策」（令和７年11月21日閣議決定）において、「医療費窓口負担に関する年齢によらない真に公平な応能

負担の実現」について、「令和７年度中に具体的な骨子について合意し、令和８年度中に具体的な制度設計を行い、順次実施する」とされていることも踏まえ、高齢者の窓口負担の
見直しと併せて具体案を検討し、一定の結論を得る。

（月額平均140,000）

（月額平均92,500）

（月額平均約44,200）

（月額平均約44,200）

（月額平均約34,200）

（月額平均約24,200）

（月額平均約24,200）

（月額平均15,000）

（月額平均140,000）

（月額平均92,500）

（月額平均約44,200）

（月額平均約44,200）

（月額平均約24,200）

（月額平均約24,200）

（月額平均15,000）
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